
NPO法 人わんだん 定款

第 1章 総 則

(名  称 )
第 1条  この法人は、NPO法 人わんだんという。

(事務所 )

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都荒川区に置く。

(目

第 3条
的)

この法人は、広く一般市民を対象として、大を中心とした動物の救護活動、

動物と暮らせる施設の運営、動物の愛護や飼養方法に関する情報を提供し普及

啓発を行う事業を行い、子どもから高齢者まで動物を愛護し共に暮らす思想の

定着を図り、もって人と動物の福祉の増進と、人と動物が共生して健やかに暮

らせる地域社会づくりに寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行 う。
(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)社会教育の推進を図る活動

(3)子 どもの健全育成を図る活動

(4)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活

動

(事業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし
て、次の事業を行う。

(1)動物愛護、動物の飼育、動物の医療等に関する情報提供、広報啓発事業

(2)動 物愛護、動物の飼育、動物の医療等に関する相談事業

(3)保護犬等の動物の里親への譲渡事業
(4)動物の一時預かり・保管等の保護活動事業
(5)保護犬・地域猫等に対する飼育動物診療施設の運営事業
(6)動物を介在させた高齢者、子どもの福祉事業
(7)動物と共生できる施設及びサービスに関する企画、助言及び運営事業

(8)動物を飼養する高齢者のための財産管理、各種契約締結及び各種申請等のサ

ポー ト事業

(9)動 物を飼養する高齢者の任意後見及び任意後見監督人の受任、指導及び育成

事業

(10)動物を飼養していた方の遺言執行、その後の動物の飼姜等死後事務受任事

業

(11)そ の他目的を達成するために必要な事業

2 この法人は、次のその他の事業を行う。
(1)街頭募金活動事業

(2)ペ ットホテル、 トリミングサロン等動物の保管事業



(3)飼育動物診療施設の運営事業

(4)キ ッチンカーその他飲食店の経営及びコンサルティング事業
3 前項に掲げる事業は、第 1項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、そ
の利益は、第 1項に掲げる事業に充てるものとする。

第 2章 会 員

(種  別 )
第 6条  この法人の会員は、次の3種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法 (以
下「法」という。)上の社員とする。
(1)正会員  この法人の目的に賛同して入会 した個人及び団体
(2)賛助会員 この法人の目的に賛同し賛助するために入会 した個人及び団体
(3)名 誉会員 この法人に功労のあつた者又は学識経験者で社員総会において推

薦された個人及び団体

(入 会 )
第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない。
2 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、
理事長に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め
なければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書
面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費 )

第 8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失 )

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 したと

き。

(3)継続 して 2年以上会費を滞納 したとき。

(4)除名されたとき。

(退 会 )
第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ
とができる。

(除 名 )
第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す
ることができる。

(1)法令、定款に違反 したとき。

(2)こ の法人の目的趣旨に違反 し、又は名誉を傷つける行為があつたとき。
2 前項の規定により会員を除名 しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明
の機会を与えなければならない。



第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役員を置 く。
(1)理事  3人 以上 12人 以内
(2)監事  1人 以上 3人以内
2 理事のうち 1人 を理事長とし、若干名を副理事長とする。

(選任等 )

第 13条 理事は、理事会において選任し、監事は総会において選任する。
2 理事長、副理事長は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若 しくは 3親等以内の
親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親

族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。

4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができない。
5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )
第14条  理事長は、この法人を代表 し、その業務を総理する。
2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表 しない。
3 副理事長は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと

きは、理事長があらか じめ指名 した順序によつて、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、
この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行 う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為

又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合には、

これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述

べること。

(任期等 )

第15条  役員の任期は、 2年 とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現
任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務
を行わなければならない。

(欠員補充 )

第16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞
なくこれを補充 しなければならない。

(解 任 )
第17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、理事は理事会の議決により、監事



は総会の議決により、これを解任することができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわ しくない行為があったとき。

2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明
の機会を与えなければならない。

(報酬等 )

第 18条  役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。
3 前 2項に関 し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 4章 会 議

(種 別 )
第 19条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成 )

第20条  総会は、正会員をもつて構成する。

(総会の権能 )

第21条  総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更

(2)解散及び合併

(3)会員の除名

(4)事業報告及び決算

(5)監事の選任及び解任

(6)入会金及び会費の額

(7)解散における残余財産の帰属

(3)名 誉会員の入会

(9)役員の職務

(10)そ の他運営に関する重要事項

(総会の開催 )

第22条  通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求

があつたとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条  総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、そ
の日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。



3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも5日前までに通知しなければな

らない。

(総会の議長 )

第24条  総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

(総会の定足数 )

第25条  総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することはできない。

(総会の議決 )

第26条  総会における議決事項は、第23条第 3項の規定によつてあらか じめ通知 した
事項とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をも
つて決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案 した場合において、正
会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当核提案を

可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等 )

第27条  各正会員の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらか じめ通知された

事項について書面若 しくは電磁的方法をもつて表決 し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決 した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用については、

総会に出席 したものとみなす。

4 やむを得ない理由により総会の場に来られない正会員は、ネッ トワーク機器等
の接続によるオンライン会議システム (発言等の情報伝達の双方向性及び即時性

が確保されているものに限る。以下同じ。)によつて、総会に出席 し、表決する

ことができる。

5 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加

わることができない。

(総会の議事録 )

第28条  総会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければならな
い 。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 しくは電磁的方法による表決者又は表決委

任者がある場合、又は、オンライン会議システムによる出席者がある場合にあ

っては、その数を付記すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押印
又は署名しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意
思表示をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次



の事項を記載 した議事録を作成 しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の内容

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(理事会の構成 )

第29条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権能 )

第30条  理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決した事項の執行に関する事項

(3)そ の他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第31条  理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載 した書面により

招集の請求があったとき。

(理事会の招集 )

第32条  理事会は、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2号の規定による請求があつたときは、その日から14日 以内
に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日前までに通知しなければな

らない。

(理事会の議長 )

第 33条  理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条 理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によつてあらかじめ通知し
た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の
決するところによる。

(理事会での表決権等 )

第35条  各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された
事項について書面又は電磁的方法をもつて表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理
事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加
わることができない。

(理事会の議事録 )



第36条  理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら
ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面又は電磁的方法による表決者にあ

っては、その旨を付記すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名押
印又は署名しなければならない。

第 5章 資 産
(資産の構成 )

第37条

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。

設立当初の財産目録に記載された資産

入会金及び会費

寄附金品

財産か ら生 じる収益

事業に伴う収益

その他の収益

(資産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他の事業
に係る資産の二種とする。

(資産の管理 )

第39条  この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、理事会の議決を経て、理

事長が別に定める。

第 6章 会 計

(会計の原則 )

第40条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従つて行わなければならな
い 。

(会計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の 2

種とする。

(事業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 10月 1日 に始まり、翌年 9月 30日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴 う予算は、毎事業年度、理事長が作成 し、
理事会の議決を経なければならない。

(暫定予算 )



第44条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、
理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収

益費用を講じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正 )

第45条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定
予算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算 )

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関す
る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成 し、監事の監査を受け、

総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生 じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨機の措置 )

第47条  予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を
し、又は権利の放棄をしようとするときは、理事会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第48条  この法人が定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の
3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項について

は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない

事項を除 く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散 )
第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ

ればならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除 く。)し たと

きに残存する財産は、法第11条第 3項 に掲げる者のうち、総会において議決 し

たものに譲まするものとする。



(合 併 )
第51条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法

(公告の方法 )

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して
行う。ただし、法第28条の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、

この法人の掲示場に掲示して行う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ
る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置 くことができる。

(職員の任免 )

第54条  事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。

(組織及び運営 )

第55条  事務局の組織及び運営に関 し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が

別に定める。

第10章 雑 則

(細  則 )
第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ
を定める。

附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の主たる事務所は、東京都荒川区南千住三丁目 2番 12号に

置 く。

3 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。
理事長     友弘 裕規
副理事長    岩崎 和徳
理 事     江尻 楓
監 事     羽田 美結
4 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわ らず、この法
人の成立の日から令和 9年 12月 31日 までとする。
5 この法人の設立当初の事業年度は、第42条 の規定にかかわらず、この法人の成立
の日から令和 9年 9月 30日 までとする。
6 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわ らず、設立総
会の定めるところによる。



7 この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げ
る額とする。

(1)入会金  0円
(2)年会費 正会員 (個人)6.000円

正会員 (団体)36,000円
賛助会員 (個人)1口  1,000円 (1日 以上 )
賛助会員 (団体)1口 30,000円 (1日 以上 )



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係)
設立・役員変更用

役 員 名 簿 (役員名級 び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

NPO法人わんだん

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(どちらかにO)

(フ リガナ)
報酬の有無
(どちらかにO)

役職名等
氏   名

1 監事理事

トモヒロ ユウキ

有 征ヽ
理事長

友弘 裕規

2 理事 監事

イフサキ カズノリ

有 征 副理事長

岩崎 和徳

3 理事 監事

エジリカエデ

有 4□:

江尻 楓

4 理事 監事

ハダ ミユウ
有 征か

羽田 美結

5 理事 。監事 有 任

6 理事・監事 有・無

7 理事・監事 有・無

8 理事 。監事 有 。無

9 理事・監事 有・無

10 理事・監事 有・無



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係)

設立・定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

NPO法人わんだん

1 事業実施の方針
特定非営利活動に係る事業として相談事業及び情報提供事業等、動物の一時預かり等の保護活動

事業、その他事業として動物の保管事業を組織化して実施し、当法人の基礎の確立に努める。また、

事業拡大のための準備活動も併せて行う。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【6870】 千円 )

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
砂薯
範囲
爵聾
人数

事業費
(千円)

動物愛護、動
物の飼育、動
物の医療等に
関する情報提
供、広報啓発
及び募金活動
事業

ウェプサイ トを作成・更新
して、多く寄せられる相談
とその対応方法など、動物
愛護、動物の飼育、動物の
医療等に関する問題とそ
の解決や、解決につながる
制度・仕組みの紹介などの

情報提供及び広報啓発活
動と募金活動をする。

通年
法人事務
所

3名
ウェプサ

を卜閲覧
不特定
多数

480

動物愛護、動
物の飼育、動
物の医療等に
関する相談事
業

ウェプサイト、メール、電
話等により、動物愛護、動
物の飼育、動物の医療等に
関する相談を受け付け、こ
れに回答し、各種支援制度
の案内・利用支援や支援団
体につなげるなどの対応
を行って支援する。

通年
法人事務
所

3名

動 物

蘭h署
動物の
療等に
んでい
人

場
医
悩
る

不特定多
数

540

保護大等の動
物の里親への
譲渡事業

引き取 り手のいない動物
の里親を探す譲渡会の実

施

通年
法人事務
所

3名
動 物 を
引き取り
たい人

不特定多
数

120

動物の一時預
かり。保管等
の保護活動事
業

動物を保護し、一時的に預
かる施設の運営

通年
法人事務
所

8名

動物を飼
えなくな
った人、
動物を保
護 したが
飼えない
人

不特定多
数

5400



保護犬 。地域
猫等に対する
飼育動物診療
施設の運営事
業

飼育動物診療施設の開設
のための準備活動

通年
法人事務
所

5名

保護大、
地域猫等
に治療を
受けさせ
たい人及
び地域住
民

不特定多
数

30

動物を介在さ
せた高齢者、
子どもの福祉
事業

動物を介在させる心の癒
やしとなるセラピー等の
体験会開催

1回/
年

法人事務
所

3名
高齢者、
子どもと
その家族

不特定多
数

60

動物 と共生で
きる施設及び
サービスに関
する企画、助
言及ぶ運営事
業

動物と共生できる施設、動
物と一緒に暮らす人の生
活支援サービスに関する
相談会の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動物を飼
養してい
る人とそ
の家族

不特定多
数

60

動物を飼養す
る高齢者のた
め の 財 産 管
理、各種契約
締結及び各種
申請等のサポ
ー ト事業

動物を飼養する高齢者の
財産管理、各種契約締結及
び各種申請等に関する相
談会の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動物を飼
養してい
る高齢者
とその家
族

不特定多
数

60

動物を飼養す
る高齢者の任
意後見及び任
意後見監督人
の受任、指導
及び育成事業

動物を飼養する高齢者の

任意後見に関する相談会
の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動物を飼
養してい
る高齢者
とその家
族

不特定多
数

60

動物を飼養 し
ていた方の遺
言執行、その
後の動物の飼
菱等死後事務
受任事業

動物を飼養している方の
遺言作成、死後事務委任に
関する相談会の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動物を飼
養してい
る人とそ
の家族

不特定多
数

60



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【2370】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

街頭募金活動
事業

駅前その他街頭での募金活動 随時
東 京 都
内の駅前
等

3名 150

ペ ッ トホ テ
ル、 トリミン
グサロン等動
物の保管事業

動物の保管事業のため第一種動物取扱業施設
の運営

通年
法人事務
所

5名 2100

飼育動物診療
施設の運営事
業

飼育動物診療施設の開設のための準備活動
通年

法人事務
所

5名 60

キッチンカー
その他飲食店
の経営及びコ
ンサルティン
グ事業

キッチンカーによる飲食店の経営のための準

備活動
通年
法人事務
所

5名 60



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

令和 9年度 事 業 計 画 書

NPO法人わんだん
1 事業実施の方針
特定非営利活動に係る事業として相談事業及び情報提供事業等、動物の一時預かり等の保護活動

事業、その他事業として動物の保管事業、飼養動物診療施設の運営事業とキッチンカーその他飲食

店経営事業を組織化して実施し、当法人の基礎の確立に努める。また、事業拡大のための準備活動

も併せて行う。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

円 )

(事業費の総費用 【13680】 千

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

動物愛護、動
物の飼育、動
物の医療等に
関する情報提
供、広報啓発
及び募金活動
事業

ウェブサイ トを作成。更新
して、多く寄せられる相談
とその対応方法など、動物
愛護、動物の飼育、動物の

医療等に関する問題 とそ
の解決や、解決につながる
制度・仕組みの紹介などの

情報提供及び広報啓発活
動と募金活動をする。

通年
法人事務
所

3名
ウェプサ
イ ト閲覧
者

不特定
多数

480

動物愛護、動
物の飼育、動
物の医療等に
関する相談事
業

ウェブサイ ト、メール、電
話等により、動物愛護、動
物の飼育、動物の医療等に
関する相談を受け付け、こ
れに回答し、各種支援制度
の案内・利用支援や支援団
体につなげるなどの対応
を行って支援する。

通年
法人事務
所

3名

動 物 愛
護、動物
の飼育、
動物の医
療等に悩
んでいる
人

不特定多
数

540

保護大等の動
物の里親への

譲渡事業

引き取 り手のいない動物
の里親を探す譲渡会の実

施

通年
法人事務
所

3名
動 物 を
引き取 り
たい人

不特定多
数

120

動物の一時預
か り。保管等
の保護活動事
業

動物を保護し、一時的に預
かる施設の運営

通年
法人事務
所

8名

動物を飼
えなくな
った人、
動物を保
護したが
飼えない
人

不特定多
数

5400



保護犬・地域
猫等に対する
飼育動物診療
施設の運営事
業

保護大・地域猫等に対する
飼育動物診療施設の運営

通年

法人の飼
養動物診
療施設

5名

保護大、
地域猫等
に治療を
受けさせ
たい人及
び地域住
民

不特定多
数

6840

動物を介在 さ
せた高齢者、
子 どもの福祉
事業

動物を介在させる心の癒
や しとなるセラピー等の

体験会開催

1回/
年

法人事務
所

3名
高齢者、
子どもと
その家族

不特定多
数

60

動物 と共生で
きる施設及び
サービスに関
する企画、助
言及ぶ運営事
業

動物と共生できる施設、動
物と一緒に暮らす人の生
活支援サービスに関する
相談会の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動物を飼
養 してい
る人とそ
の家族

不特定多
数

60

動物を飼養す
る高齢者のた
め の 財 産 管
理、各種契約
締結及び各種
申請等のサポ
ー ト事業

動物を飼養する高齢者の

財産管理、各種契約締結及
び各種申請等に関する相
談会の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動
養
る
と
族

物を飼
してい
高齢者
その家

不特定多
数

60

動物を飼養す
る高齢者の任
意後見及び任
意後見監督人
の受任、指導
及び育成事業

動物を飼養する高齢者の

任意後見に関する相談会
の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動物を飼
養 してい
る高齢者
とその家
族

不特定多
数

60

動物を飼養 し
ていた方の遺
言執行、その

後の動物の飼
養等死後事務
受任事業

動物を飼養 している方の

遺言作成、死後事務委任に
関する相談会の実施

1回/
年

法人事務
所

3名

動物を飼
養してい
る人とそ
の家族

不特定多
数

60



(2)その他の事業 (事業費の総費用【11430】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

街頭募金活動
事業

駅前その他街頭での募金活動 随時
東 京 都
内の駅前
等

3名 150

ペ ッ トホ テ
ル、 卜lノ ミン
グサロン等動
物の保管事業

動物の保管事業のため第一種動物取扱業施設
の運営

通年
法人事務
所

5名 2100

飼育動物診療
施設の運営事
業

飼育動物診療施設の運営
通年

法人の飼
養動物診
療施設

5名 2520

キッチンカー
その他飲食店
の経営及びコ
ンサルティン
グ事業

キッチンカーによる飲食店の経営 通年
法人事務
所

5名 6660



書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 8年度 活動予算書 (その他事業が塾∠場合)
NPO法人わんだん

設立・定款変更用

ユ位 :円

科 目
特定非営利活動に係る事業

金  額  小計・合計
その他事業

金  額  小計・合計
合計

1 取

正会員受取会贅
責助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

3

4

動物量筆.動物の
',]育

.動物の医療等に関する情報提供.広報啓,,業収益
動物愛護、動物の飼育、動物の医療等に関する相談事業収益
保護大等の動物の里親への譲渡事業収益
動物の一時預かり・保管等の保護活動事業事業収益
保護犬・地域猫等に対する飼育動物診療施設の運営事業収益
動物を介在させた高齢者.子 どもの福祉事業収益
動物と共生できる施設及びサービスに関する企画.助言及ぶ運営事業収益
動物を飼長するう齢■のための財産菅理.各 ■製わ輛

`及
び各種申請等のサポート事業藪基

動物を飼姜する高い■の任意後見及び任意後見監督人の受任.指導及び青咸事業収饉

動物を飼美していた方の遺言執行.その後の動物の飼姜等死後事務受任事業収益

街 頭 募 金 活 動 事 業収 益

ペントホテル. トリミングサロン等動物の保管事業収益
飼育動物診療施設の運営事業収益
キ チンカー ン グ

5 の の

受取利宮

210.000
30.000
80.000

0 210,000

4.500.000
1. 0 0 000

0

4.o00,000

0
0

0 0

2.400.000
0

0

2.400.000
0

0

0

0

0

0

0

3.960.000

360,000
3,600,000

0

0

6.360,000

500

500

0 500

7.110.500 3.960.000

1

1

給料二当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

2

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
地代家賃

2
1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2

消耗品費
水道光熱贄
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

4.920.000

4.800.000
O

O

120,000

1  1.320.0て Ю
l.320,000

6.240,000

1.950.000
90,000
180.000
0

180.00()

240,000
900,OOO
360.000

|

120,000
30.000

1.050.000

900.000

3.000,000

68700α 23700α

1      30.000
0

O

O

OO,000

0 30.00()

1.200.(X(
|

0 1,200.000

1 230.00( 1.230.000

8.1∞ .()(( 10.470.00(

A 8 -989 500 600.500

過年度損益修正益

0

()

0

0

0

当 減  額
経

-1 590 000

法 人

正

000.500
70,O00
0

530.b00

2 受取寄附金
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書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和9年度 活動予算書 (その他事業が」ら二登場合)
NPO法 人わんだん

設立・定款変更用

特定非営利活動に係る事業

小計・合計 小

その他事業
合計科 目

金   額

30.000
360,000

390.000 390,000

15“00脚
5,400,OOO

0

5.400,000

3.400.000

6

0

0

2,400,000

17. 100.000

360,000
3.600,000
4.800.000
8.400.000

25.560,000
動物量護.動物の

“
斉.動物の医探

"に
関する情報提供.広報を発及び邦会活動■黎収益

動物愛護.動物の前育.動物の医療等に関するIH談事業収益
保護人等の動物の里親への議波事業収益
動物の一時預かり・保管等の保護活動事業11'(益

保護大・地域猫等に対する飼育動物診療施設の運営事業収益
動物を介在させた高齢者.子 どもの福祉事業収益
動物 と共生できる庭盪及びサービスに関する企画.助 言及ぶ遷せ事業収益
ゆ均を

“

喪するこ鮨者のための財
=贅
躍.各

“

契お綺t及び各む■語等の■ギート,姜α崚

動物を飼贅する高摯をのにき資見及び任意後見監督人の受任.指4及び育t,葉収餃
動物を飼姜していた方の■よい行.その後の勁場の飼養等兄く事務受に,葉収螢
街頭募金活動事業lζ益
ペットホテル. トリミングサロン等動物の保管事業収益
飼育動物診療施設の運営事業収益

■・ .'・■ _■

チンカー 店の経営及びコンサルテ ン/事

正会員受取会費
贅助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

1,O00

1.000 1,000

14.191.000 17.160.000 31.351.000

8.520.000
8,400,000

0

O

120,000

5.520.000
5.520.O00

|

14,040,000

2,460.000

1.500,000
1.800 000

5.910.000 11,070,000

― ス

1

2

2 の

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

役員報酬
給ヽ手当
退職給|:費用
福利厚生費

(1)人

消耗品費
水道光熟費
通信連機費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
地代家賃
通信費
材料仕入費

(2)そ の
会議費

5.160.000

13 030 000 11 430.000 25.110.000

30,00030 000

|

|

0

0

0

30,000

1,200,000
60.000
300,000
60,000
600.000
120,000
60,O00

1.200.000

1 200 000 1.230.000
11 430 00014.910.000

澤 菅  差 B -719 000 5 700 000 6.011.000当 期
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当 類 経 常 外 増 減 額 C

5 730 00( -6 ′30 000

5 011 00( 5.011.000

530 500

1.040.000及 び人

4 501 500
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設   立   用
書式第 6号 (法第 10条関係)

NPO法人わんだん設立趣意書
1.趣旨

現在、日本では、核家族化が進むとともに、伝統的な地域社会のあり方は希薄化しつつあり、また高齢化

が進み、単身高齢世帯が増加しており、人々の中で、新しい家族としての動物の役割が大きくなつており、

人々と動物とがお互いにつながり、そして

支え合うための新しい場づくり、仕組みづくりは、現代の大きな課題となっています。

私たちは、広く一般市民を対象として、大を中心とした動物の救護活動、動物と暮らせる施設の運営、

動物の愛護や飼養方法に関する情報を提供し普及啓発を行う事業を行います。これの事業により、子ども

から高齢者までたとえ災害時であっても動物を愛護し共に暮らすことができる思想の定着を図り、もって

人と動物の福祉の増進と、人と動物が共生して健やかに暮らせる地域社会づくりに貢献してまいります。

以上の事業を行うにあたり、法人格を有することにより継続性、安定性を確保し、また、また一般の利益

を図る事業の性格に基づき公正・透明性が求められることから、「NPO法人わんだん」を設立することと
いたしました。

2.申請に至るまでの経過

令和 7年 10月 以降、数度にわたつて本趣旨賛同者が会合を開いて、設立の趣旨、定款、令和8年度

及び令和 9年度の事業計画及び収支予算、設立当初の役員などについての案を審議し、令和 8年 6月 20
日に、設立総会を開き、発起人より各種設立事項を、審議の上決定致しました。

令和 8年  7月   22日

設立代表者

氏名   岩崎 和徳




